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   午前10時開会 

○烏野隆生議長 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 まず、議員出席状況を事務局長から報告

させます。 

○髙井哲也事務局長 

 本日の議員出席状況を御報告申し上げま

す。 

 ただいまの出席議員は全員です。 

 以上、報告を終わります。 

○烏野隆生議長 

 次に、本日の会議録署名者を会議規則第

81条の規定により、私から５番高比良議員、

６番河合議員を指名します。 

○烏野隆生議長 

 次に、諸般の報告に入ります。 

 まず、市長から２月17日に提出されてお

りました議案第10号副市長の選任につき同

意を求めるについて、議案第11号岸和田市

附属機関条例及び特別職の職員で非常勤の

者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正について、議案第22号令和７年度岸和

田市一般会計予算、議案第27号令和７年度

岸和田市介護保険事業特別会計予算につい

て、御配付しておりますとおり市長職務代

理者から撤回の申入れがあり、これを許可

しましたので御報告します。 

 次に、岸監第125－１号令和６年11月分例

月出納検査結果報告（一般会計及び特別会

計分）、岸監第126号－１号令和６年11月分

例月出納検査結果報告（公営企業会計分）、

岸監第127－１号令和６年度定期監査結果報

告（12月実施分）、岸監第133－１号令和６

年12月分例月出納検査結果報告（一般会計

及び特別会計分）、岸監第134－１号令和６

年12月分例月出納検査結果報告（公営企業

会計分）、以上の５件につきましては、さ

きに議員各位へ御配付のとおりです。 

 本各報告について、質疑はありませんか。 

   〔「なし」の声あり〕 

○烏野隆生議長 

 質疑なしと認めます。よって、本各報告

を終わります。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

○烏野隆生議長 

 これより日程に入ります。 

 日程第１、議案第12号から日程第10、議

案第21号までの10件、日程第11、議案第23

号から日程第14、議案第26号までの４件、

日程第15、議案第28号から日程第17、議案

第30号までの３件、日程第18、議案第32号

及び日程第19、議案第33号を合わせた、以

上19件を一括上程します。 

 本各件について、提案理由の説明を求め

ます。市長職務代理者岸副市長。 

   （市長職務代理者岸勝志副市長登壇） 

○市長職務代理者岸勝志副市長 

 上程いたされました議案第12号から議案

第21号まで、議案第23号から議案第26号ま

で、議案第28号から議案第30号まで、議案

第32号及び議案第33号の19件について、一

括して提案の理由をご説明申し上げます。 

 議案第12号の岸和田市行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正については、地方公共団体情報システム

共通機能標準仕様書に住登外者宛名番号管

理機能が実装されることから、住登外者の

情報の管理に関する独自利用事務を追加す

るとともに、住登外宛名に関する情報及び

その他必要な特定個人情報を利用して処理

できるよう、本案のとおり改正いたしたい

ためのものであります。 

 議案第13号の職員の勤務時間、休暇等に

関する条例の一部改正については、育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律の一部改正に伴い、
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育児または介護を行う労働者の所定外労働

の制限について、３歳に満たない子のある

職員から、小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員に改められたことから、関

係する規定の整備を図るため、本案のとお

り改正いたしたいためのものであります。 

 議案第14号の特別職の職員で非常勤の者

の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正については、岸和田市立幼保連携型認定

こども園条例の施行に伴い、市立認定こど

も園において従事する内科嘱託医等の報酬

及び費用弁償を定めることから、本案のと

おり改正いたしたいためのものであります。 

 議案第15号の特別職の職員で常勤の者の

給料、手当及び旅費に関する条例の一部改

正については、特別職の職員で常勤の者に

支給する外国旅行の旅費額等を内国旅行と

同様に一般職の職員の例による扱いとする

など、本案のとおり改正いたしたいための

ものであります。 

 議案第16号の職員の特殊勤務手当に関す

る条例の一部改正については、緊急消防援

助隊として出動した消防職員に係る特殊勤

務手当について、類似の活動に従事してい

る国家公務員や警察職員との待遇面での均

衡を図るため、本案のとおり改正いたした

いためのものであります。 

 議案第17号の職員旅費条例の一部改正に

ついては、国家公務員等の旅費に関する法

律の一部改正に伴い、国家公務員等の旅費

の種類、計算等の見直しがされることから、

本市においても旅費制度の見直しを図り、

旅費の種類、計算等について、日当を廃止

するとともに、宿泊手当を新設するほか、

旅費の各費用については、規定により計算

した額と現に支払った額のいずれか少ない

額とするなど、本案のとおり改正いたした

いためのものであります。 

 議案第18号の岸和田市建築物エネルギー

消費性能適合性判定等に係る手数料に関す

る条例等の一部改正については、脱炭素社

会の実現に資するための建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関する法律等の一部を

改正する法律による建築基準法及び建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律の一部改正に伴い、原則、全ての建築物

が建築物エネルギー消費性能基準に適合す

るよう義務づけられることなどから、新た

に判定の対象となる一戸建ての住宅や共同

住宅等及び複合建築物並びに300平方メート

ル未満の非住宅建築物について、それぞれ

手数料を定めるなど、本案のとおり改正い

たしたいためのものであります。 

 議案第19号の岸和田市環境保全条例の一

部改正については、排水基準を定める省令

の一部改正に伴い、排水基準が改められる

ことから、規制の対象となる指定事業所に

ついて同様の措置を講じるため、本案のと

おり改正いたしたいためのものであります。 

 議案第20号の岸和田市開発行為等の手続

等に関する条例の一部改正については、住

宅の供給を目的とする一定規模以上の開発

行為等に伴い、開発者が市長と協議すべき

事項について、認定こども園の用地の確保

に関する事項を加えるため、本案のとおり

改正いたしたいためのものであります。 

 議案第21号の岸和田市下水道条例の一部

改正については、国からの通知により、排

水設備工事責任技術者を営業所ごとに専属

させることとする指定排水設備工事業者に

対するアナログ規制が緩和されたことから、

本市においても同様の緩和を行うこととし

たほか、工事等の理由により臨時に公共下

水道を使用する際の使用料の徴収に関する

特例について見直しを図るため、本案のと

おり改正いたしたいためのものであります。 

 議案第23号から議案第26号まで、議案第

28号から議案第30号まで、議案第32号及び
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議案第33号の９件については、当初予算の

議案であります。 

 令和７年度当初予算については、人件費、

公債費などの義務的経費、施設の維持修繕

や管理費などの経常的経費、継続費または

債務負担行為に基づくもののほか、年次的

に実施している事業で、設計等が終了して

おり、中止や変更が現時点でできない事業

に係る経費などを中心とした通年予算、い

わゆる骨格予算として編成いたしておりま

す。議員各位におかれましては、その旨御

了承いただきますようお願い申し上げます。 

 議案第23号の令和７年度岸和田市国民健

康保険事業特別会計予算については、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ204億

7987万9000円と定めたいものであります。

これは、保険給付費、国民健康保険事業費

納付金等が減少したため、前年度と比べ11

億9980万9000円、率にして5.5％減少するも

のであります。 

 議案第24号の令和７年度岸和田市自転車

競技事業特別会計予算については、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ378億6211

万8000円と定めたいものであります。これ

は、自転車競技費、積立金等が増加したた

め、前年度と比べ18億8914万5000円、率に

して5.3％増加するものであります。 

 議案第25号の令和７年度岸和田市土地取

得事業特別会計予算については、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４億2595万

2000円と定めたいものであります。これは、

公債費が減少したため、前年度と比べ393万

2000円、率にして0.9％減少するものであり

ます。 

 議案第26号の令和７年度岸和田市後期高

齢者医療特別会計予算については、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ34億8918

万7000円と定めたいものであります。これ

は、納付金、総務費等が減少したため、前

年度と比べ１億3310万1000円、率にして

3.7％減少するものであります。 

 議案第28号の令和７年度岸和田市財産区

特別会計予算については、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ11億1456万8000円

と定めたいものであります。これは、繰出

金、総務費が減少したため、前年度と比べ

１億3739万8000円、率にして11％減少する

ものであります。 

 議案第29号の令和７年度岸和田市下水道

事業会計予算については、業務の予定量を

定め、これに伴う予算については、収益的

収入及び支出において、収入に75億4954万

6000円、支出に65億2552万2000円を計上い

たしております。 

 また、資本的収入及び支出において、収

入に40億4500万2000円、支出に64億1529万

5000円を計上いたしております。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額は、当年度分損益勘定留保資

金等で補塡するものであります。 

 議案第30号の令和７年度岸和田市病院事

業会計予算については、業務の予定量を定

め、これに伴う予算については、収益的収

入及び支出において、収入に169億705万

1000円、支出に168億9438万4000円を計上い

たしております。 

 また、資本的収入及び支出において、収

入に９億220万1000円、支出に19億8819万円

を計上いたしております。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額は、過年度分損益勘定留保資

金等で補塡するものであります。 

 議案第32号の令和７年度岸和田市一般会

計予算については、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ927億1969万7000円と定め

たいものであります。これは、前年度と比

べ59億7756万4000円、率にして6.9％増加す

るものであります。 
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 次に、歳入予算の主な内容について、概

要を御説明申し上げます。 

 市税は260億9087万8000円で、市民税個人

分及び法人分の増加、固定資産税の増加、

都市計画税の増加などにより、前年度と比

べ14億4680万7000円、5.9％増加するもので

あります。 

 地方特例交付金は２億1725万4000円で、

定額減税による市民税減収に伴う補塡分の

減少などにより、前年度と比べ７億8031万

8000円、78.2％減少するものであります。 

 地方交付税は152億円で、基準財政需要額

の増加及び令和７年度地方財政対策に基づ

き、臨時財政対策債の新規発行が皆減とな

ることにより、前年度と比べ５億円、3.4％

増加するものであります。 

 分担金及び負担金は10億962万6000円で、

斎場整備事業費負担金等の増加により、前

年度と比べ６億6102万円、189.6％増加する

ものであります。 

 国庫支出金は238億1055万6000円で、都市

計画街路整備事業費補助金、出産・子育て

応援交付金支給事業費補助金、市街地形成

事業費補助金等が減少したものの、児童手

当負担金、学校ＩＣＴ環境整備事業費補助

金、自立支援・介護給付費等事業費負担金

等の増加により、前年度と比べ35億9226万

2000円、17.8％増加するものであります。 

 財産収入は６億8168万4000円で、土地売

払収入等の増加により、前年度と比べ３億

3585万2000円、97.1％増加するものであり

ます。 

 繰入金は40億2892万1000円で、教育基金

繰入金、岸和田市ふるさと応援基金繰入金

等が増加したものの、財政調整基金繰入金、

岸和田市庁舎建設基金繰入金、下松・八

阪・上松財産区繰入金等が減少したため、

前年度と比べ8128万7000円、２％減少する

ものであります。 

 市債は34億5940万円で、斎場整備事業債、

社会福祉施設整備事業債等が増加したもの

の、消防施設整備事業債、臨時財政対策債、

認定こども園整備事業債等が減少したため、

前年度と比べ11億330万円、24.2％減少する

ものであります。 

 次に、歳出の主な内容について、目的ご

とに概要を御説明申し上げます。 

 議会費は４億1588万3000円で、議員報酬

等が減少したものの、職員給与費等が増加

したため、前年度と比べ181万円、0.4％増

加するものであります。 

 総務費は81億98万8000円で、岸和田市庁

舎建設基金積立事業費、庁舎建替事業費等

が減少したものの、基幹系システム運用事

業費、個人番号カード等管理事業費、国勢

調査事業費等が増加したため、前年度と比

べ６億9641万1000円、9.4％増加するもので

あります。 

 主な事業としましては、基幹系システム

運用事業として、本市の業務システムを標

準準拠システムへ移行するために要する経

費や、個人番号カード等管理事業として、

マイナンバーカードの申請受付、交付等の

業務の委託に要する経費を計上しておりま

す。 

 民生費は498億3561万8000円で、市立認定

こども園整備事業費、教育・保育施設運営

支援事業費、出産・子育て応援交付金支給

事業費等が減少したものの、自立支援・介

護給付費等事業費、児童手当支給事業費、

教育・保育施設施設型給付事業費等が増加

したため、前年度と比べ30億635万5000円、

6.4％増加するものであります。 

 主な事業としましては、自立支援・介護

給付費等事業として、障害者が自立した生

活を送ることができるよう、福祉サービス

等の提供に要する経費や、教育・保育施設

施設型給付事業として、認定こども園及び
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小規模保育事業に対する給付に要する経費

を計上しております。 

 衛生費は87億989万2000円で、上水道事業

会計繰出事業費、感染症予防事業費等が減

少したものの、斎場整備事業費、予防接種

事業費、岸和田市貝塚市清掃施設組合分担

事業費等が増加したため、前年度と比べ16

億29万4000円、22.5％増加するものであり

ます。 

 主な事業としましては、斎場整備事業と

して、岸和田市貝塚市斎場整備の建設工事

に要する経費や、岸和田市貝塚市清掃施設

組合分担事業として、岸和田市貝塚市クリ

ーンセンターの管理運営に要する経費を計

上しております。 

 労働費は5684万5000円で、職員給与費等

が増加したため、前年度と比べ330万8000円、

6.2％増加するものであります。 

 農林水産業費は７億2378万9000円で、丘

陵地区農整備事業費等が減少したものの、

土地改良施設整備事業費、林道管理事業費

等が増加したため、前年度と比べ１億5550

万9000円、27.4％増加するものであります。 

 主な事業としましては、土地改良施設整

備事業として、畑地区の圃場整備、ため池

の改修工事に要する経費や、林道管理事業

として、林道牛滝線ほか舗装等の改修工事

に要する経費を計上しております。 

 商工費は７億3733万7000円で、岸和田城

管理事業費、企業経営支援事業費等が減少

したため、前年度と比べ7607万9000円、

9.4％減少するものであります。 

 主な事業としましては、企業立地促進事

業として、阪南２区やゆめみヶ丘岸和田地

区など、産業用地への進出企業に対する助

成に要する経費や、だんじり会館指定管理

事業等として、施設の管理運営など指定管

理者へ委託するために要する経費を計上し

ております。 

 土木費は65億5081万5000円で、公共公益

施設整備基金積立事業費、道路新設改良事

業費、丘陵地区整備事業費等が増加したも

のの、田治米畑町線整備事業費、交通安全

施設維持事業費、市街地形成事業費等が減

少したため、前年度と比べ1052万9000円、

0.2％減少するものであります。 

 主な事業としましては、道路新設改良事

業として、緊急交通路などの舗装及び改修

工事に要する経費を計上しております。 

 消防費は22億3514万1000円で、職員給与

費等、消防車両管理事業費、防災・減災対

策事業費等が増加したものの、ゆめみヶ丘

消防施設整備事業費、防災無線整備事業費

等が減少したため、前年度と比べ６億7155

万8000円、23.1％減少するものであります。 

 主な事業としましては、通信機器管理事

業として、高機能消防指令センター及び消

防救急デジタル無線システムの保守に要す

る経費や、防災・減災対策事業として、指

定避難所に配備する備蓄物資の調達に要す

る経費を計上しております。 

 教育費は99億5078万7000円で、小学校整

備事業費、小学校教育振興事業費、職員給

与費等が減少したものの、学校ＩＣＴ環境

整備事業費、小学校大規模改造事業費、学

校給食運営事業費等が増加したため、前年

度と比べ10億4727万5000円、11.8％増加す

るものであります。 

 主な事業としましては、学校ＩＣＴ環境

整備事業として、全小中学校に整備された

１人１台の学習者用端末の更新に要する経

費や、学校給食運営事業として、学校給食

に係る賄い材料費及び給食調理業務に係る

業務委託に要する経費を計上しております。 

 公債費は53億883万円で、元金償還事業費

等が増加したため、前年度と比べ２億2220

万2000円、4.4％増加するものであります。 

 諸支出金は5377万1000円で、地域防犯活
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動支援事業費等が減少したものの、墓所返

還金還付事業費等が増加したため、前年度

と比べ256万6000円、５％増加するものであ

ります。 

 議案第33号の令和７年度岸和田市介護保

険事業特別会計予算については、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ200億9109万

9000円と定めたいものであります。これは、

総務費が減少したものの、保険給付費、地

域支援事業費等が増加したため、前年度と

比べ10億4586万円、率にして5.5％増加する

ものであります。 

 最後になりますが、当初予算の説明の際

に申し上げましたとおり、令和７年度当初

予算は骨格予算として編成いたしておりま

す。今後、政策的な経費については、市長

選挙後、速やかに補正予算案の編成を進め

てまいりたいと存じます。 

 以上19件について、一括して提案の理由

を御説明申し上げましたが、よろしく御審

議の上、御議決賜りますようお願い申し上

げます。 

○烏野隆生議長 

 ただいまの提案理由の説明について、質

疑に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 まず、高比良議員。 

○５番 高比良正明議員 

 高比良です。本案の骨格予算となる2025

年度一般会計概要に記載の経年実施してい

る事業に係る経費など経常的経費に、議会

の皆さんが気にしている前市長の色の予算

がどれぐらい入っているでしょうか。 

 また、さきに提出され、撤回された元の

予算と比較すると、本案金額は98.2％とな

っており、1.8％しか削減されていませんが、

その要因はどのようなものでしょうか。 

○烏野隆生議長 

 寺本財務部長。 

○寺本義之財務部長 

 前市長の色の予算につきましては把握し

ておりませんが、本予算につきましては、

市長の失職に伴いまして、令和７年４月６

日に市長選挙が実施されることから、例年

実施している経常的な事務事業などに係る

経費を中心とした岸和田市一般会計予算を

骨格予算として編成いたしました。なお、

政策的な経費等につきましては、市長選挙

後速やかに、十分な検討を行った上で、補

正予算として議会に提出させていただくも

のであります。 

 骨格予算編成に当たりまして、骨格予算

に計上するものとして、議員お示しの経常

的経費がございます。経常的経費の計上額

は140億1915万1000円です。経年実施してお

ります事業、令和６年度から引き続き令和

７年度において実施する事業などは、本基

準に基づき、骨格予算として計上いたして

おります。 

 次に、元の予算と比較いたしますと

98.2％と1.8％の削減ということでございま

すけれども、その要因につきましては、先

ほど御説明いたしましたように、骨格予算

の計上の基準に基づき、さきの予算の各事

業を区分した結果、削除した事業費が1.8％

となったものであります。 

 骨格予算の内容を基準ごとに見ますと、

人件費、扶助費、公債費と一部事務組合負

担金、他会計繰出金などの義務的経費等の

割合が高く、経常的経費と継続的経費、債

務負担行為を設定した事業など、議会にお

いて既に審議、議決された事業を合わせま

すと、骨格予算額の97.8％程度となるもの

であります。財政が硬直化しております本

市では、義務的経費や経常的経費などが多

く、約17億3387万円、1.8％の削減になって

いるものであります。 

○烏野隆生議長 
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 高比良議員。 

○５番 高比良正明議員 

 前市長の色の予算額の把握はできないと

のことでした。本予算案は、全体から見れ

ば前市長から提案された事業となるわけで

すが、前市長の色は事業ごとに濃淡があり、

それについて、議員が一つ一つ事業を見て

判断すべきものであることは言うまでもあ

りません。 

 府内では2024年に茨木市と大東市が、ま

た愛知県豊田市も骨格予算編成を行ってい

ます。これらはいずれも市長選挙を控えて

という事情があったものです。茨木市の場

合、骨格予算が1074億円に対し、肉づけ後

は1087.7億円であり、その差は13.7億円、

率としては1.27％となっています。大東市

の場合、骨格予算が517.1億円に対し、肉づ

け後は522億円であり、その差は4.9億円、

率としては0.94％となっています。また、

本市の倍額以上で豊富な予算を持つと考え

られる愛知県豊田市の場合、補正前予算が

1986億円に対し、肉づけ後が2060.6億円で

あり、その差は74.6億円、率としては3.7％

となっており、これは自治体予算の自由度

が極めて低いことを示しており、本市の

1.8％は、そぎ落とした割合で言えば、決し

て少なくないと分かります。 

 ちなみに、市税などの一般財源を人件費、

扶助費、公債費などの必ず支払わなければ

ならない経費にどれだけ充当したかを表す

経常収支比率は、2023年度決算で、茨木市

は92.6％、大東市は99.6％、豊田市は

75.1％、本市は93.6％です。再度言います

けれども、経常収支比率は75％以下だと財

政に余力があると言われていますので、そ

れに近い低さで、財政力の強い豊田市にお

いても肉づけ予算の比率は3.6％、経常収支

比率が近しい大阪府内の茨木市で1.26％、

大東市が0.94％と、本市の1.8％は決して低

いものではありません。1.8％という見た目

の数字をもって予算案全てをばっさりと切

り捨てようと考える議員もいるようですが、

個々の事業の是非を吟味する必要があると

念押ししておきます。 

 また、経常収支比率は、大阪府内の基礎

自治体は、程度の差こそあれ、高い傾向が

あります。本市においては、2012年から

2022年までの10年間ほどのデータでは、高

齢化による自然増、経済の長期停滞と格差

拡大、少子化対策などの社会保障制度の拡

充等により、後期高齢者医療事業繰出金は

3.5倍となるなど、介護保険事業繰出金も合

わせて36.6億円増加となっており、年金、

医療、介護、子育てといった社会保障制度

の運営に係る社会福祉費は、高齢化の進行

や医療技術の進歩により年々増えて5.2倍、

児童手当や民間保育所等の運営費など児童

福祉費は3.6倍などで210.3億円増加して社

会保障関係費が増額。繰出金、扶助費の財

政支出の規模は過去20年間で３倍となって

います。 

 一方、その財源となる地方税と臨時財政

対策債を含む地方交付税の規模は、過去20

年間でほぼ横ばいであり、相当のやりくり

をしなければ、伸び続ける社会保障費に財

政が押し潰される財政状況にあることを認

識する必要があることが予算形成の大前提

となっているとあえて申し上げておきます。 

 その上で、２月17日に提出された本予算

は撤回され、今回、骨格予算が再度提出さ

れていますが、市長失職に加え、議会に忖

度させられて撤回した当初予算案には、子

ども議会のように議会からの提案予算も含

まれており、これをも含め否決するならば、

予算の建前からすれば矛盾でしかあり得ま

せん。そして、そういった子供のけんかの

ごとき議会のわがままに振り回され、予算

の見直しをさせられている職員の負担はど
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のようなものになるでしょうか。 

 また、本定例会で骨格予算を否決した場

合に、暫定予算を提出することになると考

えますが、そうなった場合、暫定予算の内

容と暫定予算編成に係る職員の負担及び影

響はどれほどのものかお答えください。 

○烏野隆生議長 

 寺本財務部長。 

○寺本義之財務部長 

 職員の負担につきましては、超過勤務な

どの数値をお示しするものではございませ

んが、例年と異なった作業を行う必要がご

ざいますので、職員の作業量は増加すると

いうことになります。 

 暫定予算編成につきましては、現時点で

は、これから御審議いただくものでござい

ますので、考えてはおりません。令和６年

度に暫定予算を編成いたしましたが、その

状況について説明させていただきます。 

 まず、通常予算と暫定予算及び骨格予算

の違いですけれども、１会計年度を通じて

定められる基本的予算である通常予算に対

しまして、暫定予算は何らかの事情によっ

て本予算等が成立しない場合等に、一定期

間の必要最小限の予算を計上したものであ

りまして、本予算成立時にその効力を失う

ことになります。 

 一方、骨格予算とは、市長選挙など政策

的な判断ができにくい等の事由により、人

件費等、必要最小限度の経費を計上する予

算でありまして、暫定予算と異なるところ

は、骨格予算は１会計年度を通じた予算計

上を行うもので、事由解消後に補正予算と

して肉づけを行うというものでございます。 

 本市では、令和６年度暫定予算の編成に

当たり、否決された当初予算をベースにい

たしまして、原則、新規事業を除き、義務

的経費や市民生活上必要な経費を計上いた

しました。また、４月以降の市民生活に大

きな影響が生じないよう、令和６年４月１

日から７月31日までの４か月間を暫定期間

としたものであります。 

 暫定予算の影響といたしましては、暫定

予算編成に当たりまして、職員の超勤等の

数値は把握しておりませんが、作業量は増

加いたしております。また、暫定期間が４

か月間であることから、委託業務など、１

年間の業務委託を締結するのに、４月から

７月末までと８月から翌年３月末までの２

回契約締結していただく負担を事業者にお

かけするなど、迷惑をおかけしたものであ

ります。 

○烏野隆生議長 

 高比良議員。 

○５番 高比良正明議員 

 さきに示した議会からの予算要求のほか

にも、本予算では、各議員からの要求に基

づく予算も含まれており、自分たちの予算

をここでは否定しながらも、２月17日に上

程された、まさに市立幼稚園・保育所廃止

の一環で、永野予算の真髄である（仮称）

市立春木・大芝認定こども園建設費につい

て、否決しても違約金が発生しないと説明

したにもかかわらず、議会は大いに矛盾を

はらむ賛成で押し切りました。賛成した議

員はその矛盾について説明すべきでしたが、

そのときも誰一人説明を行っていません。 

 しかし、本予算案は永野予算だとして、

坊主憎けりゃけさまで憎いと論理破綻した

ことだけを言うしかないていたらくです。

骨格予算の中にも、環境の取組、防災・減

災、子供、子育てや教育の環境整備や内容

の充実など、今日において必ず実施しない

といけない事業が多く計上されています。

98.2％や1.8％という見た目の数字ではなく、

内容の是非を吟味するのが、我々議会が市

民の負託に応えることであります。 

 しかし、議会多数派は、最終日に予算案
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の反対をちらつかせながら、建設的ではな

く破壊のための予算常任委員会を行おうと

しており、これはまるでさいの河原で石を

職員に積ませ、その石塔を議会が蹴飛ばし

て潰す行為となり、職員を徒労させるだけ

で、やる気を失わせ、今でも問題となって

いる早期退職や、募集や内定してもほかの

自治体や企業などに就職してしまう負の連

鎖に議会自らが拍車をかけることにほかな

りません。 

 ４月７日に新市長が就任したとしても、

その日に新市長の意向を盛り込んだ予算案

ができるものではありません。新市長の公

約や思いを予算案という形にするには相応

の時間を要することから、新市長の予算と

して成立するのは、来年の３月になること

は議員の誰もが分かることです。 

 たとえ数日であっても、市民生活を考え

ると、行政の空白は許されませんが、議会

として本当に腹をくくっているのであれば、

予算編成権を議会に渡せと要求したり、新

市長就任まで予算審議せず、４月１日から

閉庁せざるを得ない市役所玄関に立ち、怒

る市民にその正義とやらを説明すべきでし

ょう。 

 そのような覚悟を持たず、努力を疎んじ

た結果として、単に輪切りで中身は同一の

数か月分とした暫定予算を職員に作成して

もらえば、民間企業との契約においても足

元を見られ、結局は税金の無駄遣いとなる

ことも市民に説明しなければなりません。

自分の支持者だけか知りませんが、そんな

けったくそだけの稚拙な意見を持つ者だけ

の声を聞くのか、それとも18万6432人の市

民に正面から向き合って議会人として仕事

をするのかが今問われています。 

 その基本中の基本、根本中の根本に鑑み

るならば、いつもより少なめの391ページに

及ぶ一般会計予算書及び243ページに及ぶ特

別会計予算書をしっかりと読み込んだ上で、

一つ一つの内容の吟味を行うことが重要で

あると強く申し上げて、私の質問を終わり

ます。 

○烏野隆生議長 

 次に、井舎議員。 

○15番 井舎英生議員 

 議案第32号の一般会計について質問しま

す。これは骨格予算ということですけれど

も、再度、骨格予算の定義を教えてくださ

い。副市長、お願いします。 

○烏野隆生議長 

 市長職務代理者岸副市長。 

○市長職務代理者岸勝志副市長 

 骨格予算の定義ということですけれども、

骨格予算につきましては、地方自治法に規

定はございません。 

○烏野隆生議長 

 井舎議員。 

○15番 井舎英生議員 

 骨格予算とはどういうものなのか、それ

が定義なんです。それをもう一度答えてく

ださい。地方自治法にあるないじゃなくて、

そういうことです。 

○烏野隆生議長 

 市長職務代理者岸副市長。 

○市長職務代理者岸勝志副市長 

 骨格予算でございますが、地方自治法に

は、予算について、第210条において、１会

計年度における一切の収入及び支出は、全

てこれを歳入歳出予算に編成しなければな

らないこととなっております。 

 また、同法第211条第１項においては、普

通地方公共団体の長は、毎会計年度予算を

調製し、年度開始前に議会の議決を経なけ

ればならないこととなっております。 

 また、同法第218条第２項におきましては、

地方公共団体等の長は、必要に応じて、１

会計年度のうちの一定期間に係る暫定予算
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を調製し、これを議会に提出することがで

きると、暫定予算についての規定はござい

ます。 

 先ほど申し上げましたように、骨格予算

につきましては、この地方自治法の規定は

ございませんが、市長選挙などを控えた場

合により、必要最低限の経費や継続事業な

どを盛り込んで編成する予算で、通常、選

挙後の補正予算で首長の意向を反映させた

事業などを肉づけするものでございます。 

○烏野隆生議長 

 井舎議員。 

○15番 井舎英生議員 

 説明が長かったんですけど、確認しまし

た。 

○烏野隆生議長 

 次に、京西議員。 

○21番 京西且哲議員 

 私から、議案第32号、議案第23号から第

26号まで、第28号及び第33号、議案第29号、

第30号について質問させていただきます。 

 前市長の在任中の２月６日に財務部財政

課より、第１回定例市議会に上程予定の令

和７年度当初予算案、歳入歳出総額約2097

億3976万円の説明がありましたが、市長失

職後の２月26日付で令和７年度岸和田市一

般会計予算案と介護保険事業特別会計予算

案が撤回され、その翌日に令和７年度当初

予算案を骨格予算として、我々議員に提示

がありました。 

 当初の新年度、いわゆる令和７年度予算

案については、昨年、令和６年９月27日の

政策決定会議において前市長から編成方針

が示され、市長の政治的意向に基づいてつ

くられたものであり、２度の不信任決議可

決を受けた市長の失職により、この案は白

紙になったものと考えております。 

 それでは、２月27日提示の予算概要説明

書に沿って質問させていただきます。法的

根拠がなく、財務部財政課が定めた骨格予

算の計上基準についてお尋ねしていきます。 

 １つ目、２月27日提示の令和７年度一般

会計（骨格予算）概要に記載の①義務的経

費、②経常的経費、③継続的経費、④条例

等に基づく補助交付金等、⑤その他のもの

のそれぞれの計上金額を御説明ください。 

 ２つ目、予算書の款ごとの計上金額を御

説明ください。 

 ３つ目、特別会計及び企業会計について

も同じ基準とありますので、一般会計と同

様に基準、項目ごとの計上金額を御説明く

ださい。 

 あわせて、骨格予算に計上しないものの

基準についても御説明いただきたいと思い

ます。骨格予算の概要の記載にありますよ

うに、①投資的経費等、②政策的経費、③

臨時的経費の金額と計上しない理由を御説

明ください。 

 配付してある財政課が作成した資料を御

覧いただきながら説明を聞いていただきた

いと思いますので、よろしくお願いします。 

○烏野隆生議長 

 寺本財務部長。 

○寺本義之財務部長 

 ２月27日提示の骨格予算への計上基準に

ついてでございます。 

 まず、令和７年度一般会計（骨格予算）

の概要に記載の①義務的経費には、人件費、

扶助費、公債費、岸和田市貝塚市清掃施設

組合負担金、大阪広域水道企業団負担金、

他会計繰出金として692億7227万1000円、②

経常的経費につきましては、経年実施して

おります事業に係る経費及び施設の維持修

繕、管理運営等に係る経費といたしまして

140億1915万1000円、③継続的経費につきま

しては、主に投資的経費で継続的に実施し

ている事業として42億4385万6000円、④条

例等に基づくものといたしまして2924万
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3000円、⑤その他のものといたしまして51

億5517万6000円でございます。 

 特別会計、企業会計についてお答えいた

します。 

 特別会計では、国民健康保険事業特別会

計は、事業運営上必要となる経費で、義務

的経費146億5525万2000円、経常的経費58億

2462万7000円。 

 自転車競技事業特別会計は、競輪開催等

に係る経費で、義務的経費５億9441万8000

円、経常的経費372億6770万円。 

 土地取得事業特別会計は、全額公債費で、

義務的経費となっております。 

 後期高齢者医療特別会計は、事業運営上

必要となる経費で、全額経常的経費であり

ます。 

 介護保険事業特別会計は、事業運営上必

要となる経費で、義務的経費196億3978万

8000円、経常的経費４億5131万1000円です。

なお、介護保険事業特別会計は骨格予算と

して提案させていただいております。高齢

者支援事業のうち1756万8000円を令和７年

度の政策的経費として削除いたしました。 

 財産区特別会計は、各財産区に係る地元

公共施設整備補助金や一般会計繰出金で、

義務的経費８億7065万9000円、条例等に基

づくものは２億4390万9000円となっており

ます。 

 企業会計では、下水道事業会計は、義務

的経費59億8336万2000円、経常的経費61億

1047万9000円、継続的経費８億4697万6000

円。 

 病院事業会計は、義務的経費87億4815万

7000円、経常的経費101億3441万7000円であ

ります。 

 次に、投資的経費でございますが、骨格

予算に計上しないものの基準といたしまし

て、まず投資的経費が12億5539万円、政策

的経費が４億6090万9000円、臨時的経費と

してはございません。 

 先ほど議員お示しの令和７年度一般会計

予算（骨格予算）の概要に記載しておりま

すとおり、新たな市長の意向を反映させる

ため、①義務的経費、②経常的経費、③継

続的経費、④条例等に基づく補助交付金等、

⑤その他のものに該当しないものを削除い

たしたものであります。 

○烏野隆生議長 

 京西議員。 

○21番 京西且哲議員 

 配付している資料をよく御覧になってお

いていただきたいと思います。款ごとの説

明については表を見ていただくということ

で省いていただいたので、じっくりとまた

見ていただきたいと思います。 

 今の答弁についてコメントしたいと思い

ますが、骨格予算に計上しないものの理由

として、新たな市長の意向を反映させるた

めという答弁がありました。市長選挙は４

月６日であります。その金額は３枚目の資

料に記載のとおり、一般会計予算では17億

1629万9000円、率にして1.8％、全会計では

0.8％であります。これでは、選挙で選ばれ

た市長であっても、市民の意見を反映でき

るものではないと考えます。 

 次にお伺いいたします。骨格予算の概要

に記載の計上基準③から⑤までの計上理由

についてお尋ねいたします。 

 １つ目、３番目に挙げております継続的

経費の急な中止ができない事業とあります

が、４月１日の時点で予算確保していなけ

れば事業が中止となる理由を御説明くださ

い。 

 ２つ目、④としております条例等に基づ

く補助交付金等の支出について、交付団体

から申請を受け、審査の上、交付決定する

と考えていますが、４月１日の時点で予算

確保していなければならない理由について
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御説明ください。 

 ３つ目、⑤としておりますその他のもの

についてお尋ねいたします。 

 ア、４月６日の市長選挙、就任を待てな

い理由を御説明ください。 

 イ、年度当初から事業着手しなければ支

障を来すとあるが、どのような支障が出る

のか御説明ください。 

 ウ、対象となる事業名と国及び大阪府の

制度改正の時期を御説明ください。あわせ

て、どのような支障が出るのかも御説明く

ださい。 

 エ、予測できない災害で急な必要となる

災害復旧費等は、当初予算には項目計上と

してきましたが、４月６日の新市長就任を

待てない理由についても御説明ください。

よろしくお願いします。 

○烏野隆生議長 

 寺本財務部長。 

○寺本義之財務部長 

 骨格予算の概要に記載の計上基準③から

⑤までの計上理由についてでございます。 

 まず、③の継続的経費につきましては、

議員御指摘の急な中止ができない事業とい

たしましては、既に継続費の御議決を頂い

ておる事業については予算を計上する必要

がございますが、それ以外の事業について、

４月１日時点で予算を確保していなければ

事業が中止となるものではございません。

継続的経費には、継続費に基づく事業や年

次的に実施している事業で、設計等が終了

しており、急な中止ができない事業を計上

しております。当初予算については、４月

から翌年３月までの１会計年度の年間予算

を組むものでありまして、年度当初に計上

するものが望ましいと考えております。 

 次に、本基準に該当するものでございま

す。補助要綱等が既に存在しておりまして、

補助対象も明らかな事業について計上して

おります。事業によりましては４月早々に

補助申請が実施されるものがありまして、

４月１日時点で予算計上していることが望

ましいと考えております。 

 その他のものでございます。アの議会に

おいて既に審議、議決された事業について

は、議会において既に債務負担行為の議決

を頂いている事業がこの項目に該当いたし

ます。当初予算に計上する必要があるとい

うものでございます。 

 イでございます。年度当初から事業を行

わなければ、財源の確保を含め、事業執行

に支障を来す事業については、年度当初か

ら事業着手しなければ支障を来すものとい

たしまして、この項目に含まれる投資的事

業について、工期の関係で、施設開設予定

時期に竣工が間に合わないなどの支障がご

ざいます。 

 ウでございます。国、府の制度改正等に

伴い実施する事業でございます。主なもの

といたしましては、令和７年度デジタル基

盤改革支援補助金、地方公共団体情報シス

テムの標準化、共通化に係る事業でござい

ますけれども、この補助金を活用して実施

する国のシステム標準化に係る基幹系シス

テム運用事業などがございます。 

 本事業は、国で閣議決定されましたデジ

タルの実現に向けた改革の基本方針、デジ

タル・ガバメント2020に基づき、標準化へ

の移行の目標時期、令和７年度を目指して

おり、本市においても令和８年２月下旬に

運用開始を目指して、継続的に取り組んで

いる事業でございます。 

 そのほかには、定額減税補足給付金支給

事業がございます。定額減税補足給付金支

給事業については、令和６年度に実施した

定額減税の補足給付金において、支給額に

不足が生じた方に対しまして給付金を支給

するものであります。現時点では不足額、
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給付に係る支給時期、支給方法等について

は決まっておりません。予算に計上しない

場合の影響については不明でございますが、

支給開始時期が決まり次第、すぐに事業を

実施する必要がございます。 

 最後に、防災・減災に資する事業につい

ては、いつ災害が発生するか予測できない

ことから、骨格予算の基準に含めさせてい

ただきまして予算計上したところでござい

ます。 

○烏野隆生議長 

 京西議員。 

○21番 京西且哲議員 

 質問は今ので終わりです。私から、最終

的に取りまとめをしたいと思います。 

 今の答弁をお伺いしまして、４月１日時

点での予算を確保していなければ支障を来

すとして、基準として挙げていますが、答

弁では事業が中止になるものではない、あ

るいは４月１日に予算を確保しているのが

望ましいというような答弁でありました。 

 また、補助金や交付金についても予算確

保が望ましいという見解でありまして、対

象となる団体からの申請があって始まる事

業でありまして、それぞれの団体との協議

をもって、交付時期については理解を求め

られるものかなと思います。 

 また、国や大阪府の制度改正に伴う事業

についても、肉づけ予算で十分対応が可能

であり、投資的事業においても同様の対応

が十分可能であると考えられます。 

 最後の給付金支給事業の説明においても、

支給時期や支給方法はまだ決まってもいな

いという説明でありました。予算計上しな

い場合においての支障も不明ということで、

どういう支障が起こるかということも不明

ということでありました。 

 このような説明を聞いておりますと、根

拠のない中での骨格予算であって、根拠の

ない中で財務部財政課が独自で決めた基準

に基づいて骨格予算を作成したということ

が十分分かりました。 

 そうなれば、他市の事例もいろいろと確

認して、骨格予算を組んだ自治体を見まし

たが、選挙を控えておっても、その時点で

市長が在任しておったりとか、うちのよう

に２回の不信任決議を受けて、市長が不在

の中での骨格予算の編成、審査というのは

事例がないです。こういったことを十分に

財政課も考えていただいて、議会との調整

とは言いませんが、お互い行政運営におい

て障害を来さないためにはどういった形で

すればいいかという、その辺の努力が、財

政課だけとは言いませんが、議会筋もお互

い足らなかったのではないかなという思い

をしております。 

 財務部財政課の骨格予算の策定に当たっ

ての定義というものが説明書にも書いてお

りますが、最低限必要な経費で編成すると

財政課自身が定義を定めております。骨格

予算の定義として、最低限必要な経費で編

成すると書かれております。 

 しかし、この骨格予算と記載して提示さ

れた当初予算は、前市長が在任中に出され

た２月６日の予算案とほぼ同じであります。

これが本市における、最低限必要な額とい

うことであれば、この岸和田市の行政、財

政運営というのは、本当にもう硬直化も硬

直化で、何の余裕もない。こういう行政運

営を過去ずっと続けてきたということを、

財政課自らが責任においてこれを明らかに

して、前も後ろも横も行けない、こういう

ものを提示されたことになっております。 

 最低限必要な経費で編成するということ

を明記して我々に示すのであれば、配付し

た資料の１枚目にある①義務的経費と②経

常的経費で緊急を要するもの、これらをも

って骨格予算を編成するのが、財務部財政
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課の自らがつくったルールに基づいた予算

として見られるのではないかなという思い

をしています。その辺をじっくりとやっぱ

り考えていただきたいと思います。 

 選挙によって選ばれた市長であるから、

市民生活に直結する予算をつくる権限を持

って、その責任を負うものであります。そ

の市長が不在の中でつくる予算というもの

は、４月１日に執行が必要なものに限られ

るもの、ここに向かって努力するのがこの

骨格予算の本質ではないかなと思っており

ます。しかし、この骨格予算からは、選挙

で市民の信任を受けた市長が予算をつくる

のではなく、財務部財政課がつくるものの

ように見えてしまうというのは本当に残念

であります。 

 今まで、岸和田市の財政が硬直化してお

るという答弁、説明が先ほどもありました。

しかし、財務部財政課から幾度となくそう

いう説明を受けてきましたが、一番大事な

この予算編成において、思考が硬直化して

いるのは岸和田市役所という組織そのもの

ではないのかなという思いが、これを見せ

ていただいて、募ってきております。４月

６日に誕生する新しい市長には、この組織

の意識改革から断行してもらわなければな

らないという強い思いを持ちました。 

 全ての予算は、総合計画で定めた構想に

基づいてつくられるものであります。12年

間の総合計画においては、市長のマニフェ

ストと整合性を持たせるという文言が記載

されております。市長の権限を最大限に生

かし、選挙で選ばれた市長が市民の民意を

反映させるための予算にならなければなり

ません。 

 この総合計画の成り立ち、趣旨は職員の

皆さん、我々議会、そして市民の皆さん方

の共通の認識であります。市民が選挙で選

んだ新市長の就任をまずは待つべきではな

いのかなという思いでいます。所信表明演

説、施政方針演説もなく、新市長の言葉を

一言も聞かずに新年度の１年間全ての予算

を確定してもいいのか、こういう思いであ

ります。 

 この後は予算常任委員会の審査や他の議

員の考え方を十分聞かせていただいて、最

終的な判断に至りたいと思いますが、私の

思いとして述べさせていただきました。 

 以上で私の質疑を終わります。ありがと

うございました。 

○烏野隆生議長 

 以上で通告による質疑は終わりました。 

 他に質疑はありませんか。 

   〔「なし」の声あり〕 

○烏野隆生議長 

 質疑なしと認めます。 

 この際、お諮りします。 

 本各件について質疑を終結し、予算常任

委員会に審査を付託したいと思います。こ

れに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」の声あり〕 

○烏野隆生議長 

 御異議なしと認めます。よって、本各件

は予算常任委員会に審査を付託することに

決しました。 

 本日はこれをもちまして散会します。 

   午前11時07分散会 


